　　　　　　　　　　   　答　　　申
　　　　　　　　　　　　　  　 （諮問第１号）
１　審査会の結論
　　富士市長（以下「実施機関」という。）が非公開決定した処分は、妥当である。
２　異議申立てに係る経緯
（1）平成２２年１月２２日、異議申立人○○○○は、富士市情報公開条例（平成
１４年富士市条例第３０号。以下「条例」という。）第６条の規定に基づき、実
施機関に対して、次の公文書の公開請求（以下「本件請求」という。）を行い、同年１月２５日、実施機関は、これを受け付けた。
「土地　富士市○○○○宅地ほか２９件の土地建物に対する固定資産
税及び都市計画税について
　①平成１６年度から平成２０年度までの各年度の徴収額
　　②固定資産税及び都市計画税が課税されていない場合は、その理由及び法的根拠
③固定資産税及び都市計画税が課税されているにもかかわらず徴収されていない場合は、その理由及び法的根拠
　　④固定資産税及び都市計画税の減免等の取扱いがある場合は、その理由・根拠
　　（以下「本件対象公文書」という。）」
（2）平成２２年２月８日、実施機関は、本件請求に対し、条例第１２条第２項に規
　　定する「事務処理上の困難その他正当な理由があるとき」に該当し、その請求内
容が専門的かつ複雑であるため決定期間内に公開決定等をすることが困難であ
るとして、公開決定等の期間延長を異議申立人に通知した。
（3）平成２２年２月２４日、実施機関は、公開決定等の期間延長をした本件請求に
　　対して、条例第１１条第２項の規定により、以下のとおり本件対象公文書の非公
開決定（以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知した。
ア　請求内容①「平成１６年度から平成２０年度までの各年度の徴収額」につい
　て
　　(ア)　根拠規定　
条例第７条第１号及び第２号並びに第８条第１項に該当
(イ)　理由
徴収額に関する部分は、地方税法第２２条の「知り得た秘密」に該当し、
条例第７条第１号に規定する「公にすることができないと認められる情報」
であるため。また、同条第２号に規定する「特定の個人を識別することがで
きるもの」を含んでいるため。更に、上記の非公開情報を除いた部分に有意
の情報が記録されていないと認められるため、条例第８条第１項の規定によ
り非公開とする。
イ　請求内容②「固定資産税及び都市計画税が課税されていない場合は、その理
由及び法的根拠」について
(ア)　根拠規定　
条例第１１条第２項に該当
(イ)　理由
公文書不存在のため
ウ　請求内容③「固定資産税及び都市計画税が課税されているにもかかわらず徴
収されていない場合は、その理由及び法的根拠」について
(ア)　根拠規定　
条例第１０条に該当
(イ)　理由
関係する公文書の存否を明らかにすることは、納付の有無を明らかにする
ことになり、地方税法第２２条の「知り得た秘密」に該当するため
エ　請求内容④「固定資産税及び都市計画税の減免等の取扱いがある場合は、そ
の理由・根拠」について
(ア)　根拠規定　
条例第１０条に該当
(イ)　理由
関係する公文書の存否を明らかにすることは、減免の有無を明らかにする
ことになり、地方税法第２２条の「知り得た秘密」に該当するため
（4）平成２２年３月２５日、異議申立人は、本件処分を不服として行政不服審査法
　　（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対して異議申
立て（以下「本件異議申立て」という。）を行い、同年３月２６日、実施機関は、
これを受け付けた。
３　異議申立人の主張要旨
（1）異議申立ての趣旨
　　 本件異議申立ての趣旨は、条例に基づき異議申立人が行った本件請求に対して、
実施機関が平成２２年２月２４日付け富財収発第６９号で行った本件処分を取り
消すとの決定を求める（本件請求②についての処分を除く。）ものである。
（2）異議申立ての理由
　　 異議申立人が、異議申立書、意見書及び口頭による意見陳述において主張して
いる本件異議申立ての主な理由は、次のように要約される。
　　ア　条例は、公文書の公開を原則としており、解釈運用に当たっては、公文書公
開請求権が十分に尊重されるように行われなければならない。
イ　地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２２条の規定は、職員個人の漏洩
行為に対して罰則規定を示したものであり、実施機関が条例に基づき適法に開
示することまで禁じたものではない。
ウ　暴力団は法人格を取得できないがゆえに、暴力団の事務所として利用される
土地建物は、不動産登記では個人ないし法人が所有名義人とならざるを得ない
が、実際に暴力団事務所として使用されている以上は、団体である暴力団が利
用しているものと解すべきである。また、土地建物の所有名義人が個人である
ことを重視するにしても、実際に暴力団事務所として使用されていることから、
その所有名義人は暴力団と何らかの関係を有すると考えるのが自然であるし、
暴力団という事業に関する情報（条例第７条第２号括弧書）とも見ることがで
きる。条例第７条第２号の規定は、個人に関する情報を保護することにより個
人の正当な権利利益の保護を図ることが目的であると考えるが、暴力団事務所
を所有する者に、保護に値する正当な権利利益があるとは思えない。
エ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。
以下「暴力団対策法」という。）第３２条第１項の規定により、暴力排除活動
の促進を図るため情報の提供等を行うことは、国及び地方公共団体の責務であ
り、また、提供される情報は、条例第７条第２号ただし書アに規定する「法令
等の規定により又は慣行により公にされ、又は公にすることが予定されている
情報」に該当する。
　　オ　指定暴力団が関係する土地建物の固定資産税及び都市計画税について、適正
　　　な課税及び徴収が行われているか否かは、極めて公益性の高い情報であるので、
　　　条例第９条に規定する公益上の理由による裁量的公開に該当し、公開すること
ができる情報である。
　　カ　本件請求と同様の趣旨による他市の部分公開の処分の例により、非公開情報
を除いた部分にも、異議申立人の要望する情報が含まれている場合もあり、本
件請求も部分公開は十分できる。
４　実施機関の主張要旨
　　実施機関が、本件異議申立てに対して、決定通知書、意見書及び口頭による説明
において主張している主な理由は、次のように要約される。
　ア　本件請求①に対する本件対象公文書の徴収額に関する部分は、地方税法第　２２条に規定する「知り得た秘密」に該当し、条例第７条第１号に規定する「公
　　にすることができないと認められる情報」であるため。また、同条第２号に規
定する「特定の個人を識別することができるもの」を含んでいるため。
更に、上記の非公開情報を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認
められるため、条例第８条第１項の規定により非公開とする。
イ　本件請求③及び④に対する本件対象公文書の存否を明らかにすることは、納
　付及び減免の有無を明らかにすることになり、地方税法第２２条に規定する
「知り得た秘密」及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３４条第
１項に規定する「秘密」に該当する情報である条例第７条第１号に規定する非
公開情報を明らかにすることになるため、条例第１０条の規定に該当する。
　　ウ　非公開情報（条例第７条第１号に規定する情報を除く。）が記録されている
場合であっても、公益上特に必要があると認めるときは、公益上の理由による
裁量的公開により本件対象公文書を公開することができるが、本件対象公文書
には、条例第７条第１号に規定する非公開情報が記録されており、条例第９条
に規定する公益上の理由による裁量的公開には該当しない。
５　審査会の判断
　　審査会は、本件対象公文書並びに実施機関及び異議申立人の主張を具体的に審査
した結果、以下のように判断する。
（1）本件対象公文書について
固定資産税及び都市計画税は、課税対象となる土地建物があれば、原則として
課税されるが、本件請求①に対する本件対象公文書については、徴収額等に関す
る情報が記録されている市税収納状況表が該当する。市税収納状況表には、賦課
年度、税目、納税義務者及び納税通知書番号のほか期別、年度合計の調定額、収
納額、収納未済額等が納税義務者ごとに記録される形式になっている。
本件請求③に対する本件対象公文書に該当すると考えられるものについては、滞納者との交渉経過記録等が該当する。
　　 本件請求④に対する本件対象公文書に該当すると考えられるものについては、納税義務者から提出された減免に関する申請書類等が該当する。
（2）条例第７条第１号（法令秘情報）の該当性について
　　 条例第７条第１号は、「法令若しくは条例（以下「法令等」という。）の規定又
は実施機関が法律上従う義務を有する国の機関の明示の指示その他これに類する
行為により、公にすることができないと認められる情報」を非公開情報として規
定している。ここで、「公にすることができないと認められる情報」とは、法令等
の規定が公開することができないことを明らかに定めている情報のほか、法令等
の趣旨及び目的から公開することができないと認められる情報を含むものである。
実施機関は、本件請求①に対する本件対象公文書とした市税収納状況表に記録
されている課税徴収情報は、地方税の賦課徴収を行うに当たり所得及び財産の状
況につき調査を行う税務職員が質問調査権を行使し、又は納税者の申告若しくは
報告により取得するものであって、一般に公にされておらず、また、他人に知ら
れないことについて、客観的に相当の利益を有する実質秘に該当する情報である
と解し、地方税法第２２条の規定による「知り得た秘密」に該当し、守秘義務が
課せられる情報となるため、条例第７条第１号に規定する「公にすることができ
ないと認められる情報」に該当するとしている。
これに対して異議申立人は、地方税法第２２条の規定は、職員個人の漏洩行為
に対して罰則規定を示したものであり、実施機関が条例に基づき適法に公開する
ことまで禁じたものではないとしている。
　審査会は、条例第７条第１号によって非公開とされる情報とは、一般に公にさ
れておらず、また、他人に知られないことについて、客観的に相当の利益を有す
る実質秘に該当する情報であって、法令等の規定により公開することができない
情報をいうものと解する。そして、職員個人が調査により取得した情報は、関係
職員に共有の情報であるとともに、職員個人の集合体である実施機関の情報にも
該当すると解するのであって、職員個人に守秘義務が課せられる情報であるなら
ば、実施機関としても法令秘情報として解すべきである。地方税法第２２条の規
定は、地方税に関する調査に関する事務に従事している者又は従事していた者に
対する罰則規定と解することができるが、本件請求①に対する本件対象公文書と
した市税収納状況表に記録されている課税徴収情報は、実質秘に該当する情報で
あることから、同条に規定する「知り得た秘密」に該当し、守秘義務が課せられ
る情報となるため、条例第７条第１号に規定する「公にすることができないと認
められる情報」に該当すると解する。
　したがって、条例第７条第１号に規定する非公開情報に該当し、非公開とすべ
きものと認められる。
（3）条例第７条第２号（個人情報）の該当性について
条例第７条第２号本文は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関
する情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができるもの（他の情報
と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含
む。）のうち、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められる
もの又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるもの」を非公開情報として規定している。
　実施機関は、市税収納状況表に記録されている課税徴収情報のうち納税義務者
氏名及び納税義務者住所について、明らかに個人が特定される情報であり、「個人
に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの」に該当する情
報であるとし、その他の情報は、地方税法第２２条に規定する「知り得た秘密」という実質秘であるという点で、本号に規定する「一般に他人に知られたくない
と望むことが正当であると認められるもの」に該当するとしている。
これに対して異議申立人は、地方税法第２２条の規定に関しては、上記５（2）
　と同様に解釈し、条例第７条第２号の規定は、個人に関する情報を保護すること
　により個人の正当な権利利益の保護を図ることが目的であると考え、本件対象公
　文書の納税義務者に関しては、保護に値する正当な権利利益があるとは思えない
　としている。
審査会は、市税収納状況表に記録されている課税徴収情報のうち納税義務者氏
名及び納税義務者住所については、明らかに個人が特定される情報であり、条例
第７条第２号に規定する「個人に関する情報であって、特定の個人を識別するこ
とができるもの」に該当し、その他の情報は、地方税法第２２条に規定する「知
り得た秘密」という実質秘であるという点で、条例第７条第２号に規定する「一
般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの」に該当す
ると解する。また、本件対象公文書の納税義務者に関しては、具体的に保護に値
する正当な権利利益がないとはいえず、一般市民の個人情報と変わるところはな
いと解する。
したがって、条例第７条第２号に規定する非公開情報に該当し、非公開とすべ
　 きものと認められる。
（4）条例第８条第１項（部分公開）の適用について
条例第８条第１項本文は、「実施機関は、公開請求に係る公文書の一部に非公開
　 情報が記録されている場合において、非公開情報が記録されている部分を容易に
区分して除くことができるときは、公開請求者に対し、当該部分を除いた部分に
　 つき公開しなければならない。」と規定している。
　 実施機関は、市税収納状況表から非公開情報を除いた場合には、当該部分を除
いた部分に項目名等だけが残り、何ら有意な情報が記録されていないと判断し、
同条第１項ただし書の規定により、部分公開をしないとしている。
　これに対して異議申立人は、本件請求と同様の趣旨による他市の部分公開の処
分の例により、非公開情報を除いた部分にも、異議申立人の要望する情報が含ま
れている場合もあるとして、本件請求も部分公開は十分できるものとしている。
　審査会は、市税収納状況表から非公開情報を除いた部分には、項目名等の文字、数字等だけが残り、異議申立人が確認を要望する適正な課税及び徴収に係る有意
な情報は残らないと判断する。
したがって、条例第８条第１項に規定する部分公開はできず、非公開とすべき
　 ものと認められる。
（5）条例第１０条（公文書の存否に関する情報）の該当性について
条例第１０条は、「公開請求に対し、当該公開請求に係る公文書が存在している
か否かを答えるだけで、非公開情報を公開することとなるときは、実施機関は、当該公文書の存否を明らかにしないで、当該公開請求を拒否することができる。」
と規定している。
実施機関は、本件請求③及び④に対する本件対象公文書に該当すると考えられ
　 るものについては、滞納者との交渉経過記録等及び納税義務者から提出された減
　 免に関する申請書類等が該当するとしているが、仮にこれらの公文書が存在する
　 とした場合に、そこには、税務職員が地方税に関する調査その他職務遂行におい
   て知り得た情報が記録されており、それらは地方税法第２２条に規定する「知り
   得た秘密」に該当し、更に、滞納者名及び滞納税額の一覧等の情報については、地方公務員法第３４条第１項に規定する「秘密」に該当する情報となるとしてい
る。そして、条例第７条第１号に規定する非公開情報に該当するとして非公開と
した場合は、本来非公開とされるべき情報が公開されてしまうことになるため、条例第１０条の規定に該当するとしている。
これに対して異議申立人は、実施機関が地方税法第２２条の規定を根拠とする
点について、上記５（2）と同様に解釈し、そもそも地方税法第２２条に規定する
守秘義務は課せられていないとしている。
審査会は、本件請求③及び④に対する本件対象公文書に該当すると考えられる
　 公文書が存在した場合、そこに記録されている情報について、それらは地方税法
第２２条に規定する「知り得た秘密」及び地方公務員法第３４条第１項に規定す
る「秘密」に該当し、守秘義務が課せられる情報となるので、条例第７条第１号
に規定する非公開情報に該当すると解する。しかし、条例第７条第１号の規定に
該当するとして非公開決定とした場合は、固定資産税及び都市計画税の不徴収又
は減免の有無といった事実が明らかとなり、本来非公開とされるべき情報が、そ
の存否を答えることによって、明らかにされてしまうことになるため、条例第　　１０条に規定する公文書の存否に関する情報に該当すると解する。
したがって、条例第１０条の規定に該当し、存否を明らかにせず公開請求を拒
否すべきものと認められる。
（6）その他の主張について
異議申立人は、本件対象公文書の納税義務者に関して、固定資産税及び都市計
画税について、適正な課税及び徴収が行われているか否かは、極めて公益性の高
い情報であるので、暴力団対策法第３２条第１項の規定により、条例第７条第２
号ただし書アに規定する「法令等の規定により又は慣行により公にされ、又は公
にすることが予定されている情報」に該当するため、非公開情報から除かれ、条
例第９条の規定により公益上の理由による裁量的公開に該当するとしている。
　　 これに対して実施機関は、条例第９条の規定は、公文書に記録されている非公
　 開情報のうち条例第７条第１号に規定する情報を除くと明示しているため、公益
上の理由による裁量的公開はできないとしている。
審査会は、暴力団関係者（個人・法人）が所有していると考えられる土地建物
に対する固定資産税及び都市計画税の課税及び徴収に関する情報は、その情報の
みを捉えるのであれば、税の公平性の観点からも、一般市民の個人情報と変わる
ところはないと解すべきである。確かに暴力団対策法にいう市民生活の安全と平
穏の確保を図ることにとって、暴力団等の反社会的勢力の排除は必要不可欠であ
り、そのために暴力団対策法第３２条第１項が存在していることは十分理解でき
るが、現行の法制度の中では、暴力団対策法が他の法令等に規定する守秘義務を
解除するような内容を内包しているとは解せられない。
　また、本件対象公文書に係る情報は、条例第７条第２号ただし書アに規定する
「法令等の規定により又は慣行により公にされ、又は公にすることが予定されて
いる情報」には該当しないと解する。
したがって、本件対象公文書に係る情報は、条例第７条第１号に該当する情報
であるから、条例第９条による裁量的公開は認められないと解すべきである。
　よって、「１　審査会の結論」のとおり判断する。
（別記）
　審査会の処理経過
　　審査会の処理経過及び審査会委員の氏名等は、次のとおりである。
審査会の処理経過
	年　　月　　日 
	処 　理 　内 　容 
	審査会

	平成２２年５月２６日
	諮問を受け付けた。 
	第１回

	６月２９日
	実施機関から意見書を受け付けた。 
	

	７月２日
	実施機関の意見書に関する審議を行った。
（実施機関出席）
	第２回

	８月３日
	実施機関の意見書に関する審議を行った。
（実施機関出席）
	第３回

	９月２４日
	異議申立人から意見書を受け付けた。
	

	１０月１８日
	異議申立人の意見書に関する審議を行った。
（異議申立人出席）
	第４回

	１２月１３日
	諮問の審議（論点整理）
	第５回

	平成２３年１月１４日
	諮問の審議
	第６回

	２月８日
	諮問の審議及び答申の確定
	第７回


審査会委員の氏名等 

	役職
	氏　　 　　名

	会長
	立 石   雅 世

	会長職務代理
	根 本      猛

	委員
	松 本   玲 子

	委員
	本 野      仁

	委員
	鈴 木   英 之
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